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上
半
期
の
年
金
支
給
月
で
あ
る

４
・
６
・
８
月
に
、
前
年
度
の
下

半
期
（
前
年
の　

月
か
ら
そ
の
翌

１０

年
の
３
月
）
の
特
別
徴
収
税
額
の

３
分
の
１
ず
つ
を
仮
徴
収
し
ま
す

〈
＝
表
２
〉
。
下
半
期
の
年
金
支

給
月
で
あ
る　

・　

・
２
月
に
、

１０

１２

確
定
し
た
当
該
年
度
の
年
税
額
か

ら
上
半
期
に
仮
徴
収
し
た
額
を
差

し
引
い
た
額
の
３
分
の
１
ず
つ
を

本
徴
収
し
ま
す
〈
＝
表
２
〉
。

□問
 

市
民
税
課
��
７
２
４
・
２
１
１

４
、
２
１
１
５
、
２
１
１
７

〈表２〉通常年度における徴収方法【翌年度以降】

特別徴収
２月１２月１０月８月６月４月

年税額から仮徴収した額を差引
いた額の１／３ずつ

前年の１０月からその翌年の３月
までに徴収した額の１／３ずつ

本徴収仮徴収

〈表１〉特別徴収を開始する年度における徴収方法【初年度】
特別徴収普通徴収

２月１２月１０月８月６月
年税額の１／６ずつ年税額の１／４ずつ

　

市
教
育
委
員
会
で
は
、
教
育
関

係
法
令
な
ど
の
改
正
を
受
け
、
昨

年
度
末
、
教
育
目
標
と
基
本
方
針

を
大
幅
に
改
定
し
ま
し
た
。
こ
れ

に
も
と
づ
き
、
既
存
の
教
育
施
策

を
整
理
し
、
今
後
の
教
育
の
方
向

性
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、
「
町

田
市
教
育
プ
ラ
ン
」
の
策
定
を
進

め
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
び
、
市
民
意
識
調
査
の

結
果
な
ど
を
踏
ま
え
、
プ
ラ
ン
の

案
を
ま
と
め
ま
し
た
。
そ
こ
で
、

よ
り
良
い
プ
ラ
ン
の
策
定
を
目
指

し
て
、
皆
さ
ん
か
ら
の
ご
意
見
を

募
集
し
ま
す
。

□問
 

教
育
総
務
課
��
７
２
４
・
２
１

７
２

パブリック�
コメント�
概　要�

「町田市
教育プラン
（案）」

皆さんのご意見を
お寄せ下さい！

�����
������
���

� � � � � � � � ��

ー募集期間ー
１１月１７日（月）～１２月１６日（火）

ー資料の閲覧及び配布ー
　町田市教育プラン（案）の詳細は、町田市ホームペー
ジ（パブリックコメント）のほか、以下の窓口で閲覧及
び資料の配布を行っています。
・教育総務課（市役所森野分庁舎３階）、市民相談室（市
役所本庁舎１階）、市政情報やまびこ（市役所中町分庁
舎１階）、市民協働推進課（町田市民フォーラム３階）
・各市民センター、木曽山崎・玉川学園文化の各センター
・教育センター　　・各市立図書館
・まちだ中央公民館

ー提出方法ー
①郵送　〒１９４－００２２、森野１－３３－１０、教育総務課あて
②ファクシミリ　�７２４－１１９７ 
③電子メール　mcity290@city.machida.tokyo.jp
④窓口への提出　教育総務課（市役所森野分庁舎３階）
ほか上記の各資料の配布窓口へ

ー注意事項ー
・書式は自由ですが、住所、氏名、電話番号、件名を必
ずご記入下さい。

・電話、窓口での口頭によるご意見はお受けできません。
・ご意見への個別の回答は行いません。
・公序良俗に反するもの、特定の団体・個人等に対する
誹謗中傷が含まれるものは無効とします。

・寄せられたご意見の概要及び市の考え方は、本紙及び
町田市ホームページ等で２月上旬ころに個人情報を除
き公表します。

市
・
都
民
税
の
公
的
年
金
か
ら
の

市
・
都
民
税
の
公
的
年
金
か
ら
の

特
別
徴
収
（
天
引
き
）
が

　
　

特
別
徴
収
（
天
引
き
）
が

平
成

年

月
か
ら
始
ま
り
ま
す

平
成　

年　

月
か
ら
始
ま
り
ま
す

２１２１

１０１０

　

平
成　

年
度
地
方
税
法
等
の
改

２０

正
に
よ
り
、
公
的
年
金
受
給
者
の

納
税
の
便
宜
や
市
町
村
に
お
け
る

個
人
住
民
税
徴
収
の
効
率
化
を
図

る
た
め
、
公
的
年
金
に
か
か
る
所

得
に
対
す
る
市
・
都
民
税
額
を
公

的
年
金
か
ら
特
別
徴
収
（
天
引

き
）
す
る
制
度
が
来
年
度
か
ら
導

入
さ
れ
ま
す
。

○
対
象
と
な
る
方

　

前
年
中
に
公
的
年
金
等
の
支
払

い
を
受
け
た
方
で
、
特
別
徴
収
す

る
年
度
の
初
日
（
４
月
１
日
）
に

お
い
て
老
齢
基
礎
年
金
等
の
支
払

い
を
受
け
て
い
る　

歳
以
上
の
方

６５

が
対
象
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、

次
の
場
合
は
、
特
別
徴
収
の
対
象

に
な
り
ま
せ
ん
。

①
老
齢
基
礎
年
金
等
の
給
付
年
額

が　

万
円
未
満
で
あ
る
場
合

１８
②
当
該
年
度
の
特
別
徴
収
税
額
が

老
齢
基
礎
年
金
等
の
給
付
額
を
超

え
る
場
合

○
対
象
と
な
る
税
額

　

公
的
年
金
等
に
か
か
る
所
得
に

対
す
る
市
・
都
民
税
の
所
得
割
額

及
び
均
等
割
額

○
実
施
さ
れ
る
時
期

　

平
成　

年　

月
支
給
分
か
ら

２１

１０

○
徴
収
の
方
法

【
初
年
度
】

　

特
別
徴
収
制
度
が
導
入
さ
れ
る

平
成　

年
度
、
ま
た
は
新
た
に
特

２１

別
徴
収
の
対
象
者
と
な
っ
た
方

は
、
上
半
期
の
６
・
８
月
に
年
税

額
の
４
分
の
１
ず
つ
を
普
通
徴
収

（
納
付
書
や
口
座
振
替
等
に
よ
り

ご
自
身
で
お
支
払
い
い
た
だ
く
納

付
方
法
）
し
ま
す
〈
＝
表
１
〉
。

下
半
期
の
年
金
支
給
月
で
あ
る　
１０

・　

・
２
月
に
年
税
額
の
６
分
の

１２
１
ず
つ
を
特
別
徴
収
し
ま
す
〈
＝

表
１
〉
。

【
翌
年
度
以
降
】

　町田市教育プランは、教育目標や基本方針を軸として諸事業を体系化し
た教育施策の全体計画である「基本プラン」と、これからの社会の変化と
教育が果たす役割や課題などを背景として、今後の教育施策の方向を示し
た重点計画である「重点プラン」の２つで構成されています。計画期間は
２００９年度を初年度とし、おおむね１０年とします。

「教育目標」…教育委員会が目指す子ども像と社会
「基本方針」…教育目標を実現するための方策の指針

基本プラン

「施策方針」…基本方針を進めるための事業指針
「主要事業」…施策方針に関わる主要事業の概要

重点プラン

「重点施策」…今後、重点的に取り組む施策
「重点事業」…重点施策を進めるための事業
※中心となる事業については５年間の実施計画と
成果指標を明示

●これからの社会の変化
と教育が果たす役割
社会的要請や教育の課
題、将来像などを踏ま
え、社会の変化や教育
の役割を示す。
●教育施策の現状と主
な課題

市教育委員会が直面し
ている主な課題を分析
し、課題解決に向けた
教育施策につなげる。

主なキーワード
・知識基盤社会
・グローバル化
・持続可能な発展

など

主な課題
・児童生徒増への対応
・規範意識の向上
・特別支援教育
・生涯学習への市民
　ニーズの多様化　

など

重点プランの骨子

重点施策１　子どもの確かな学力と豊かな人間性を育てる
小中一貫教育推進事業（町田っ子カリキュラム）
新教育課程編成資料作成
大学連携事業（夏季授業力・教育課題研修）
重点施策２　子ども一人ひとりに応じた指導体制を充実する
特別支援教室整備事業
特別支援事業
学校不適応中学生支援事業
校内研修システムの確立
大学連携事業（ｅ-ラーニング学習支援）
重点施策３　時代のニーズに応じた学校を建設・整備する
学校新設事業
学校施設リファイン計画
学校ネットワーク整備事業
小中一貫校設置事業
重点施策４　一貫・連携した教育を推進する
国際理解教育推進事業（国際交流活動）
小中一貫教育推進事業（一貫指導推進校指定）
大学連携事業（連携の拡充）
小中一貫校設置事業（重点施策３と同じ）

重点施策５　地域協働の学校を創る
学校支援ボランティア推進事業
学校支援センター事業
町田市スクールボード校の指定
地域運営部活動事業
重点施策６　教員が学校教育に専念できる体制を支援する
学校パートナーシップ推進事業
特別支援教育推進事業
給食費等未納対策
学校支援センター事業（重点施策５と同じ）
重点施策７　市民のニーズにあった学習機会を提供する
学習機会の提供計画策定事業
生涯学習コーディネーター養成事業
重点施策８　図書館活用の促進を図る
既存施設の活用による資料受け渡しシステムの構築
「第２次子どもの読書活動推進計画」策定事業
重点施策９　文化財活用の促進を図る
文化財総合活用プラン策定事業
重点施策１０　市民に開かれた教育行政を進める
教育委員会の施策等の点検・評価の実施
積極的なパブリシティの推進
子ども教育委員会の開催

市で行った最新の測定結果をお知らせします。（dB＝デシベル）

※発生回数は、７０dB以上の騒音が５秒間以上継続した回数です。
※町田市役所のデータについては、東京都より報告があり次第掲載します。
※２００８年５月１２日から５月２８日の間、空母キティホークが入港していました。
※２００８年９月２５日から１０月１日の間、空母ジョージワシントンが入港していました。
※音の目安
　７０dB…目覚まし時計の音　　８０dB…地下鉄車内の音
　９０dB…スピーカーの１メートル前で聞くカラオケの音
　１００dB…電車通過時のガード下

月最高音騒音発生回数　単位：回総数測定日
２００８年測定場所

１００dB以上９０～１００dB８０～９０dB７０～８０dB
９６dB０３５７８８１４８４月

本町田東小

１０２dB１１４８７１０５２０７５月
８５．３dB００７５３６０６月
９３．９dB０２２１９２１１５７月
９４．９dB０６２４４７７７８月
９４．９dB０４２０７５９９９月
１００dB１３２３２３１２５８４月

 
小山小

９５．５dB０４３０２０２２３６５月
９４．７dB０１２５１７４２００６月
９５．８dB０５１８１８５２０８７月
１０２dB２４１８１８９２１３８月
９０．９dB０１１９２６３２８３９月
９２．６dB０１６１１５２２１４４月

町田第五小

１０２dB２１２６５１６１２４０５月
９５．８dB０１２２９４１１７６月
９３．７dB０１１４１０９１２４７月
１０４dB１２１４９４１１１８月
９３．８dB０２２６７７１０５９月
１０１dB１１８５０８２１５１４月

忠生第三小

１０２dB２２４９１９４２１１５月
８２．６dB００６５６６２６月
１０５dB１０３２８３２７月
８５．５dB００１２５１６３８月
９４．９dB０２１２７１８５９月

航空機騒音発生状況航空機騒音発生状況
��������������������������������

２００８２００８年年
４４月～月～９９月月

　

町
田
市
と
東
京
都
は
、
厚
木
飛

行
場
に
起
因
す
る
航
空
機
騒
音
の

影
響
を
把
握
す
る
た
め
、
毎
年
騒

音
調
査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
東

京
都
環
境
局
の
調
査
（
平
成　

年
１９

度
調
査
結
果
）
に
よ
る
と
、
都
が

指
定
し
た
市
内
の
環
境
基
準
指
定

地
域
内
点
の
７
か
所
の
う
ち
４
か

所
で
環
境
基
準
を
超
過
し
て
い
る

こ
と
が
判
明
し
ま
し
た
。
こ
の
た

め
、
市
は　

月　

日
、
東
京
都
と

１０

２１

と
も
に
米
海
軍
厚
木
航
空
施
設
司

令
官
あ
て
に
要
請
を
行
い
ま
し

た
。

　

詳
細
は
、
町
田
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
下
さ
い
。

【
問
い
合
わ
せ
先
】

○
要
請
活
動
等
に
関
す
る
こ
と
＝

町
田
市
企
画
調
整
課
��
７
２
４
・

２
１
０
３

○
平
成　

年
度
騒
音
調
査
結
果
に

１９

関
す
る
こ
と
＝
東
京
都
環
境
局
環

境
改
善
部
大
気
保
全
課
��　

・
５

０３

３
８
８
・
３
４
８
９

○
町
田
市
の
騒
音
状
況
等
に
関
す

る
こ
と
＝
町
田
市
環
境
保
全
課
��

７
２
４
・
２
７
１
１

町
田
に

町
田
に静か

な
空
を
返
せ

静
か
な
空
を
返
せ
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